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福島県県営住宅管理システム更新業務 
企画提案競技実施要領 

 

 

１ 趣旨 

本実施要領は、福島県県営住宅管理システム更新業務を事業者に委託するに当た

り、企画提案を広く募集し、総合的な審査により本業務に最も適した事業者を選定

するため、その必要事項を定めるものである。 

 

２ 業務の名称、目的及び概要 

（１）名称 

福島県県営住宅管理システム更新業務 

（２）目的及び概要 

別添「福島県県営住宅管理システム更新業務仕様書（以下「仕様書」という。）」

のとおり。 

 （３）履行期限 

   契約の日から令和９年３月３１日（水）まで 

 

３ 事務局 

福島県土木部建築住宅課 

住  所 ： 福島市杉妻町２番１６号（本庁舎４階） 

電  話 ： ０２４－５２１－７５１９ 

Ｍａｉｌ ： kenchikujuutaku@pref.fukushima.lg.jp 

 

４ 参加資格 

次に掲げる事項のすべてを満たし、企画提案書を提出することができる者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しないこと。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立て

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続き開始申

立てがなされている者（手続き開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（３）公告日から委託候補者を選定するまでの間に福島県から指名停止の措置を受

けていないこと。 

（４）福島県暴力団排除条例第２条に規定する暴力団員又は暴力団と密接な関係を

有する者に該当しないこと。 

（５）公営住宅（特定優良賃貸住宅を含む。公営住宅法によらない公的賃貸住宅を

除く。）の管理戸数が１万戸以上の自治体から住宅管理システムに関する業務

を元請業者として受託し、構築実績又は導入実績を有すること。

（共同企業体の場合、出資割合が２０％以上の構成員の実績であることを要する。） 

（６）導入するパッケージソフトウェア又は独自開発のソフトウェアは、過去５年

以内に公営住宅（特定優良賃貸住宅を含む。公営住宅法によらない公的賃貸住

宅を除く。）を管理する自治体に対して稼働実績を有すること。 

なお、パッケージソフトウェアは最新のバージョンであること。 
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（７）２の（３）で定める期間後に運用保守ができる者で、次のア及びイを満たし、

かつ、過去５年以内に住宅管理システムの運用保守を１年以上行った実績を有

する者を２の（３）内に確保できること。 

ア 本企画提案する住宅管理システムの運用保守（プログラム修正を含む）を

行うことができる者 

イ 県内に本社若しくは支店を有する者又は公共交通機関を利用し、障害等が

発生した翌日までに障害等が発生した場所にかけつけることができる者 

（８）業務を担当するすべての組織にて情報セキュリティマネジメントシステム

（ＩＳＭＳ）を認証取得していること、又は、プライバシーマークが付与され

ていること。 

 

５ 企画提案対象業務の予算上限額等 

予算上限額は、構築費用２５０，０００千円（消費税及び地方消費税を含む。）

とし、この金額には、要件定義、基本設計、システム開発、データの移行・検証、

試験、ハードウエア、パッケージソフトを利用する場合にはソフトウェア費用など

のシステム構築費用及び利用者研修の実施費用等が含まれる。 

なお、構築費用に係る支払いは毎年度１回を予定しており、支払額等に関する内

容は別途契約時に協議するものとする。 

また、別途、県営住宅管理システムに係る保守運用管理業務を年度毎に契約する

予定であり、１年間の県営住宅管理システム保守・システム運用管理に要する費用

（以下「年間運用費用」という。）の見積書を提示すること。年間運用費用の見積

書には仕様書に定めた運用・保守だけでなく、提案があったサービス費用も含むも

のとする。県では、年間運用費用について１０，０００千円（消費税及び地方消費

税を含む。）程度を見込んでいるが、システムの機能等の内容により、別途協議す

ることとする。ただし、次年度以降の契約を確約するものでない。 

 

６ 参加資格の確認手続 

企画提案書を提出しようとする者は、次により参加資格の確認申請を行うものと

する。 

（１）提出書類及び提出部数 

次に掲げる書類を各１部提出する。 

ア 参加資格確認申請書（様式第１号） 

イ 会社概要等整理表（様式第２号） 

ウ 法人の場合、登記（現在）事項証明書（写し不可） 

エ 業務受託実績整理表（様式第３号） 

４の（５）から（７）までを証することができる書類（契約書の写しも

しくは、契約相手方が発行する実績証明書）を各々添付。（最大で５件ま

で記載すること。） 

オ 参加資格要件を示す次を証する書類（写し可） 

    業務を担当するすべての組織にて情報セキュリティマネジメントシス

テム（ＩＳＭＳ）を認証取得していること、又は、プライバシーマークが

付与されていること。 

カ 申告書（様式第４号） 
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（２）提出期限 

公告の日から令和７年７月２３日（水）午後５時まで 

（３）提出方法 

「３ 事務局」に直接持参又は郵送 

（郵送による場合、書留郵便で提出期限必着） 

※封筒に「福島県県営住宅管理システム更新業務参加資格書類在中」と朱書

きすること。 

（４）提出後の変更等 

提出後における申請書の追加及び変更は認めないものとする。 

（５）結果の通知 

参加資格申請があったすべての者へ令和７年８月１日（金）までに文書によ

り通知するものとする。 

 

７ 企画提案書作成に関する質疑応答 

（１）質問の受付 

ア 質問書（様式第５号） 

会社名、担当者の所属・氏名、電話番号等の連絡先、質問内容を明記した書

面で提出することとする。 

イ 受付期間 

公告の日から令和７年７月２５日（金）午後５時まで 

ウ 提出方法 

持参、郵送又は電子メールによる。 

（郵送及びメールによる場合、提出期限必着） 

なお、電話や口頭による質問受付はしない。 

（２）質問を受ける場所 

福島県土木部建築住宅課 

住  所 ： 福島市杉妻町２番１６号（本庁舎４階） 

電  話 ： ０２４－５２１－７５１９ 

Ｍａｉｌ ： kenchikujuutaku@pref.fukushima.lg.jp 

（３）質問に対する回答 

令和７年８月１日（金）までに、当課ホームページへ掲載することとする。 

なお、回答内容は、この要領及び仕様書の追加又は修正とみなすものとする。 

（４）その他 

ア 新たに共通に提供すべき情報が発生した場合、６の（１）の提出者全て

に通知する。 

イ 企画提案書等に関する事項について、照会及び連絡等は、この要領に定

める手続によるもの以外は受理しないものとする。 

 

８ 企画提案書等の作成 

（１）仕様書及び関係資料を読み、別添「福島県県営住宅管理システム更新業務企

画提案書等作成要領」により作成すること。 

（２）企画提案書には、送り状１通を添付することとし、送り状には、会社名、代

表者名、担当者の所属、担当者名、電話番号、ＦＡＸ番号及びメールアドレス

を明記するとともに、代表者印を押印すること。 
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（３）提出サイズ等は原則としてＡ４版、横書きとする。 

（４）企画提案書は文書（文書を補足するためのイメージ図、イラスト、グラフ等

の使用可）で具体的かつ簡潔に記載すること。 

 

９ 企画提案書等の提出 

１者１案とし、詳細は別添「企画提案書等作成要領」を参照すること。 

（１）提出書類 

ア 本業務の実施体制（様式第６号） 

イ 実施体制の組織（様式第７号） 

ウ 業務主任技術者及び業務担当技術者の資格、業務実績（主担当、副担当

の区分も明記）及び手持ち業務の状況（様式第８号） 

エ 本業務運用開始後のサポートの体制（様式第９号） 

オ 企画提案書（様式第１０号） 

カ 要件確認書（様式第１１号） 

キ 見積書（様式第１２号） 

（２）提出部数 

ア 製本 ： 正本１部、副本７部 

製本方法は自由とし、ページが容易に離散しないように綴じること。 

イ 複製用原紙 ： １部 

複製用原紙はホチキスではなく、ダブルクリップ等で留めること。 

ウ 電磁的書類 ： １部 

提出書類をすべてＰＤＦ化し、ＣＤ－ＲＯＭ等に集録すること。 

（３）提出期限 

公告の日から令和７年８月８日（金）午後５時まで 

（４）提出方法 

「３ 事務局」に直接持参又は郵送 

（郵送による場合、書留郵便で提出期限必着） 

※封筒に「福島県県営住宅管理システム更新業務企画提案書類在中」と朱書

きすること。 

（５）留意事項 

ア 提出された企画提案書は、一切返却しないものとする。 

イ 提出期限以降の提出、差替又は再提出は認めないものとする。 

ウ 見積書は、構築費用、年間運用費用を各々作成すること。 

 

１０ 企画提案の審査 

（１）審査方法 

提出された企画提案書の書面審査、ＷＥＢ審査及びプレゼンテーション形式

の対面審査を行うものとする。 

ア 一次選考 

「３ 事務局」において、評価基準に基づく企画提案書の書類審査、企

画提案の住宅管理システムの操作説明等にかかるＷＥＢ審査を実施し、上

位３者を選考の上、参加者に結果を通知する。 

開催日：令和７年８月中旬を予定 

 



 5 / 6 

    イ 二次選考 

      アの上位３者については、プレゼンテーション形式の対面審査を行い、

最も優れた提案を行ったと認められる者を受託候補者として選定する。 

開催日：令和７年８月下旬を予定 

開催場所：県が指定した場所 

※詳しい日程及び場所等は、対象者へ別途通知する。 

（２）審査結果の通知 

企画提案の審査後、審査結果を書面により通知し、当課ホームページへ掲載

する。 

（３）評価基準 

   別紙「評価基準」のとおり 

 

１１ 契約 

業務委託契約候補者として選定された企画提案書の提出者と、予算の範囲内で

提案内容に基づき契約条件を協議の上、委託契約を締結するものとする。 

 

１２ その他 

（１）費用負担 

提案に係る一切の経費（プレゼンテーションへの対応を含む）については、

提案者の負担とする。 

（２）無効となる提案 

提案が次の一つでも該当する場合には、審査の対象から除外するものとする。 

ア 虚偽の内容が記載されている企画提案書 

イ 関係者に対し工作等不当な活動を行ったと認められる者がいた場合 

ウ 定めた提出方法、提出先、期限に適合しない企画提案書 

エ 「要件確認書（様式第１１号）」の仕様内容を満たさない場合 

オ 「５ 企画提案対象業務の予算上限額」の構築費用の上限額を超えた見

積額の提案である場合 

（３）秘密保持 

本企画競技への参加により知り得たすべての情報は、他者へ漏らさないこと。 
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（別紙） 

 

県営住宅管理システム更新業務 評価基準 

          

 

評価項目 評価項目の着眼点 配点 

実績 
・業務遂行技術力 

・システム導入実績 
１０ 

実施体制・技術力 
・体制 

・業務従事者資格 
１２ 

業務実施方針 

・業務内容の理解度 

・実施手順 

・工程の妥当性 

１８ 

技術提案 

・システム全般 

・機能性（県仕様への改修等） 

・操作性 

・汎用性・安全性 

４０ 

ヒアリング 

・専門技術力 

・取組み姿勢 

・コミュニケーション力 

１５ 

費用 
・初期費用（業務コストの妥当性） 

・保守管理費用（業務コストの妥当性） 
５ 

合計 １００ 


